
【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 55,270,372   固定負債 11,682,660

    有形固定資産 48,064,737     地方債 10,387,473

      事業用資産 29,767,988     長期未払金 -

        土地 2,284,321     退職手当引当金 1,295,187

        立木竹 14,378,562     損失補償等引当金 -

        建物 26,612,634     その他 -

        建物減価償却累計額 -14,328,451   流動負債 1,593,109

        工作物 2,201,951     １年内償還予定地方債 1,485,684

        工作物減価償却累計額 -1,385,924     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 89,399

        航空機 -     預り金 18,026

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 13,275,769

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 4,895   固定資産等形成分 58,422,953

      インフラ資産 18,122,472   余剰分（不足分） -13,108,421

        土地 1,094,329

        建物 464,985

        建物減価償却累計額 -285,646

        工作物 64,505,253

        工作物減価償却累計額 -47,899,378

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 242,930

      物品 1,566,573

      物品減価償却累計額 -1,392,296

    無形固定資産 41,265

      ソフトウェア 41,265

      その他 -

    投資その他の資産 7,164,370

      投資及び出資金 2,957,508

        有価証券 760

        出資金 2,956,748

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 11,235

      長期貸付金 195,903

      基金 2,742,003

        減債基金 -

        その他 2,742,003

      その他 1,257,901

      徴収不能引当金 -180

  流動資産 3,319,929

    現金預金 163,983

    未収金 3,368

    短期貸付金 79,687

    基金 3,072,894

      財政調整基金 2,106,586

      減債基金 966,308

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -3 純資産合計 45,314,532

資産合計 58,590,301 負債及び純資産合計 58,590,301

貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：千円）

    その他 12,324

純行政コスト 10,146,799

    その他 -

  臨時利益 159,557

    資産売却益 147,233

    資産除売却損 1,935,795

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 8,368,175

  臨時損失 1,938,182

    災害復旧事業費 2,386

  経常収益 406,856

    使用料及び手数料 157,504

    その他 249,352

      社会保障給付 475,445

      他会計への繰出金 636,555

      その他 6,970

        その他 186,717

    移転費用 3,002,707

      補助金等 1,883,736

      その他の業務費用 218,329

        支払利息 31,612

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 544,153

        減価償却費 2,188,140

        その他 -

        その他 260,046

      物件費等 3,787,730

        物件費 1,055,438

        職員給与費 1,416,819

        賞与等引当金繰入額 89,399

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 8,775,030

    業務費用 5,772,323

      人件費 1,766,264

行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 45,059,277 58,754,163 -13,694,887

  純行政コスト（△） -10,146,799 -10,146,799

  財源 7,813,885 7,813,885

    税収等 6,369,707 6,369,707

    国県等補助金 1,444,178 1,444,178

  本年度差額 -2,332,915 -2,332,915

  固定資産等の変動（内部変動） -2,919,380 2,919,380

    有形固定資産等の増加 1,064,814 -1,064,814

    有形固定資産等の減少 -4,123,935 4,123,935

    貸付金・基金等の増加 658,339 -658,339

    貸付金・基金等の減少 -518,599 518,599

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 2,588,170 2,588,170

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 255,255 -331,210 586,465

本年度末純資産残高 45,314,532 58,422,953 -13,108,421

純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 18,738

本年度歳計外現金増減額 -711

本年度末歳計外現金残高 18,026

本年度末現金預金残高 163,983

    その他の収入 -

財務活動収支 -614,051

本年度資金収支額 -9,660

前年度末資金残高 155,616

本年度末資金残高 145,956

  財務活動支出 1,589,229

    地方債償還支出 1,589,229

    その他の支出 -

  財務活動収入 975,178

    地方債発行収入 975,178

    貸付金元金回収収入 264,135

    資産売却収入 147,233

    その他の収入 -

投資活動収支 -772,080

【財務活動収支】

    貸付金支出 215,714

    その他の支出 -

  投資活動収入 932,318

    国県等補助金収入 263,865

    基金取崩収入 257,085

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,704,398

    公共施設等整備費支出 1,064,814

    基金積立金支出 355,009

    投資及び出資金支出 68,860

  臨時支出 2,386

    災害復旧事業費支出 2,386

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,376,471

  業務収入 7,956,781

    税収等収入 6,369,119

    国県等補助金収入 1,180,313

    使用料及び手数料収入 157,963

    その他の収入 249,386

    移転費用支出 3,002,707

      補助金等支出 1,883,736

      社会保障給付支出 475,445

      他会計への繰出支出 636,555

      その他の支出 6,970

    業務費用支出 3,575,216

      人件費支出 1,757,297

      物件費等支出 1,599,591

      支払利息支出 31,612

      その他の支出 186,717

資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 6,577,924



一般会計等財務書類に係る注記 

 

１．重要な会計方針 

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも

のは原則として再調達原価としています。また開始後については、原則として取得原価と

し再調達は行わないこととしています。 

 

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法 

出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表

価額としています。出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価

額としています。ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により

出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしています。なお、出

資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するも

のしています。 

 

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

定額法を採用しています。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しています。 

 

（４） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により計上しています。 

② 賞与引当金 

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対

象期間の割合（4/6か月）を乗じた額を計上しています。 

③ 退職給付引当金 

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従って

います。 

④ 損失補償引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方

法に従っています。 

 

 



 

（５） リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っています（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃

貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています）。 

 

（６） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としています。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により

発生する資金の受払いも含みます。 

 

（７） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税込方式にて処理しています。 

② 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50 万円（美術品は300 万円）以上の場合に

資産として計上しています。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）会計処理の原則 

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」に基づく、財

務書類の作成を行っています。 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

特になし 

 

（２）地方財政制度の大幅な改正 

特になし 

 

（３）組織・機構の大幅な変更 

特になし 

 

（４）重大な災害等の発生 

特になし 

 



（５）その他重要な後発事象 

特になし 

 

４． 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

特になし 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

特になし 

 

（３）その他主要な偶発債務 

特になし 

 

５．追加情報 

（１） 対象範囲（対象とする会計名） 

① 一般会計 

 

（２） 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

特になし 

 

（３） 出納整理期間 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。（地方自治法235 条

の5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」） 

 

（４） 表示単位未満 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 

 

（５） 地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― ― 11.4 ― 

 

（６） 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

特になし 

 

 



（７） 繰越事業に係る将来の支出予定額 

継続費 - 

繰越明許費 27,054千円 

事故繰越 5,047千円 

合計 32,101千円 

 

（８）売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 

なし 

 

（９）減債基金に係る積立不足の有無及び不足額 

なし 

 

（１０）地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財

財政政需要額に含まれることが見込まれる金額 

9,638,261 千円 

 

（１１）将来負担に関する情報 

将来負担額 14,800,840千円 

充当可能財源等 15,898,629千円 

標準財政規模 5,764,822千円 

算入公債費等の額 1,073,817千円 

 

（１２）自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース 

債務金額 なし 

 

 

 

 

 

 



投資及び出資金の明細
会計：一般会計等
年度：令和4年度

市場価格のあるもの (単位：千円　)

銘柄名
株数・口数など 

(A)
時価単価 

(B)

貸借対照表計上額 
(A) X (B) 

(C)

取得単価 
(D)

取得原価 
(A) X (D) 

(E)

評価差額 
(C) - (E) 

(F)

(参考)財産に関する 
調書記載額

北海道曹達㈱ 160 160 160

㈱北海道畜産公社 600 600 600

0

合計 760 760

市場価格のないもののうち連結対象団体に対するもの (単位：千円　)

相手先名
出資金額 

(貸借対照表計上額) 
(A)

資産 
(B)

負債 
(C)

純資産額 
(B) - (C) 

(D)

資本金 
(E)

出資割合(%) 
(A) / (E) 

(F)

実質価額 
(D) X (F) 

(G)

投資損失引当金 
計上額 

(H)

(参考)財産に関する 
調書記載額

足寄町上水道事業会計 4,461 1,648,058 712,105 935,953 651,103 0.69% 6,413 0 4,461

足寄町国民健康保険病院事業会計 2,856,913 1,179,083 743,422 435,661 2,942,286 97.10% 423,020 2,433,892 2,856,913

合計 2,861,374 2,861,374

市場価格のないもののうち連結対象団体以外に対するもの (単位：千円　)

相手先名
出資金額 

(A)
資産 
(B)

負債 
(C)

純資産額 
(B) - (C) 

(D)

資本金 
(E)

出資割合(%) 
(A) / (E) 

(F)

実質価額 
(D) X (F) 

(G)

強制評価減 
(H)

貸借対照表計上額 
(A) - (H) 

(I)

(参考)財産に関する 
調書記載額

足寄町森林組合出資金 39,772 289,005 63,359 225,646 93,382 42.59% 96,104 0 39,772 39,772

公益社団法人北海道私学振興基金協会出資金 90 5,797,374 1,724,362 4,073,012 621,702 0.01% 590 0 90 90

北海道農業信用基金協会出資金 3,300 470,582,983 440,483,394 30,099,589 30,099,588 0.01% 3,300 0 3,300 3,300

財団法人北海道市町村職員福祉協会育英事業出資金 1,250 0 1,250

北海道信用保証協会出捐金 600 1,677,329,681 1,588,101,445 89,228,235 13,793,799 0.00% 3,881 0 600 600

北海道土地改良事業団体連合出資金 150 5,113,539 952,368 4,161,171 310,517 0.05% 2,010 0 150 150

一般財団法人北海道勤労者信用基金協会出捐金 350 44,748,246 42,676,442 2,071,804 500,350 0.07% 1,449 0 350 350

公益財団法人北海道学校保健会出捐金 223 209,213 0 209,213 2,337 9.54% 19,963 0 223 223

公益財団法人北海道地域医療振興財団出捐金 408 287,502 10,536 276,966 265,026 0.15% 426 0 408 408

公益財団法人北海道健康づくり財団出捐金 4,400 4,451,420 138,372 4,313,048 4,000,000 0.11% 4,744 0 4,400 4,400

十勝ふるさと市町村圏基金出資金 32,040 0 32,040

公益財団法人北海道暴力追放センター出捐金 1,100 1,637,168 2,329 1,634,839 1,500,000 0.07% 1,199 0 1,100 1,100

公益財団法人とかち財団出捐金 9,810 4,119,767 174,222 3,945,545 3,240,843 0.30% 11,943 0 9,810 9,810

一般財団法人とかち勤労者共済センター出捐金 281 122,730 8,422 114,308 30,000 0.94% 1,071 0 281 281

地方公共団体金融機構出資金 1,400 24,556,329,000 24,162,382,000 393,947,000 16,602,000 0.01% 33,220 0 1,400 1,400

公益財団法人北海道農業公社出捐金 200 62,891,858 51,453,566 11,438,291 203,990 0.10% 11,215 0 200 200

合計 95,374 26,833,909,485 26,288,170,817 545,738,668 71,263,534 191,116 0 62,084 95,374



基金の明細
会計：一般会計等
年度：令和4年度

(単位：千円　)

種類 区分 現金預金 有価証券 土地 その他
合計 

(貸借対照表計上額)
(参考)財産に関する 

調書記載額

一般会計 財政調整基金 2,106,586 2,106,586 2,106,586

一般会計 公共施設建設等基金 826,273 826,273 826,273

一般会計 減債基金 966,308 966,308 966,308

一般会計 地域福祉基金 238,863 238,863 238,863

一般会計 文化・スポーツ振興基金 73,537 73,537 73,537

一般会計 農業振興基金 42,988 42,988 42,988

一般会計 中山間ふるさと・水と土保全基金 10,612 10,612 10,612

一般会計 中心市街地活性化基金 204,623 204,623 204,623

一般会計 林業振興基金 52,183 52,183 52,183

一般会計  ふるさと銀河線跡地活用等振興基金 558,152 558,152 558,152

一般会計 ふるさと足寄応援基金 291,333 291,333 291,333

一般会計  森林の二酸化炭素吸収及び削減活用基金 38,250 38,250 38,250

一般会計 足寄町子育て安心基金 356,426 356,426 356,426

一般会計 森林環境譲与税基金 10,945 10,945 10,945

一般会計 土地開発基金 37,819 37,819 37,819

合　　計 合計 5,814,897 0 0 0 5,814,897 5,814,897



貸付金の明細
会計：一般会計等
年度：令和4年度

(単位：千円　)

貸借対照表計上額
徴収不能引当金 

計上額
貸借対照表計上額

徴収不能引当金 
計上額

医師等修学資金貸付金 33,102 0 8,398 0 41,500

農業後継者就農育成資金貸付金 400 0 400 0 800

畜産振興資金貸付金 160,601 0 70,889 0 231,490

介護福祉士就学資金貸付金 1,800 0 0 0 1,800

合計 195,903 0 79,687 0 275,590

相手先名または種別

長期貸付金 短期貸付金
(参考) 

貸付金計



長期延滞債権の明細
会計：一般会計等
年度：令和4年度

(単位：千円　)

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】

小計 0 0

【未収金】

税等未収金

町民税 750 12

固定資産税 292 5

軽自動車税 46 1

入湯税 0 0

保険料 0 0

その他の未収金

分担金・負担金 2,356 38

使用料・手数料 3,599 58

財産収入 580 9

諸収入 3,613 58

小計 11,235 180

合計 11,235 180



未収金の明細
会計：一般会計等
年度：令和4年度

(単位：千円　)

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】

小計 0 0

【未収金】

税等未収金

町民税 755 1

固定資産税 1,238 1

軽自動車税 118

入湯税

保険料

その他の未収金

分担金・負担金

使用料・手数料 1,256 1

財産収入

諸収入

　　　国庫支出金

小計 3,368 3

合計 3,368 3



地方債等（借入先別）の明細
会計：一般会計等
年度：令和4年度

(単位：千円)

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】

　一般公共事業 460,171 70,790 249,195 195,971 0 7,725 0 0 0 7,280

　公営住宅建設 198,364 56,893 198,364 0 0 0 0 0 0 0

　災害復旧 12,850 2,863 12,850 0 0 0 0 0 0 0

　教育・福祉施設 56,021 5,667 56,021 0 0 0 0 0 0 0

　一般単独事業 272,856 96,892 0 233,400 0 39,456 0 0 0 0

　その他 8,365,450 975,522 8,071,384 294,067 0 0 0 0 0 0

【特別分】

　臨時財政対策債 2,495,626 275,059 2,495,626 0 0 0 0 0 0 0

　減税補てん債 3,757 2,000 0 0 0 3,757 0 0 0 0

　退職手当債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　その他 8,062 0 8,062 0 0 0 0 0 0 0

　合計 11,873,157 1,485,684 11,091,500 723,438 0 50,938 0 0 0 7,280

市場公募債 その他種類 地方債等残高 政府資金 地方公共団体金融機構 市中銀行 その他の金融機関



地方債等（返済期間別）の明細
会計：一般会計等
年度：令和4年度

(単位：千円　)

地方債等残高 1年以内
1年超 

2年以内
2年超 

3年以内
3年超 

4年以内
4年超 

5年以内
5年超 

10年以内
10年超 

15年以内
15年超 

20年以内
20年超

11,873,157 1,485,684 1,414,465 1,455,872 1,382,781 1,211,167 3,860,728 820,424 163,191 78,844



地方債等（利率別）の明細
会計：一般会計等
年度：令和4年度

(単位：千円　)

地方債等残高 1.5%以下
1.5%超 

2.0%以下
2.0%超 

2.5%以下
2.5%超 

3.0%以下
3.0%超 

3.5%以下
3.5%超 

4.0%以下
4.0%超

11,873,157 11,444,472 402,523 16,885 9,277 0



特定の契約条項が付された地方債等の概要
会計：一般会計等
年度：令和4年度

(単位：千円　)
特定の契約条項が 

付された地方債等残高
契約条項の概要

なし



引当金の明細
会計：一般会計等
年度：令和4年度

(単位：千円　)

目的使用 その他

徴収不能引当金（流） 3 3 3 3

徴収不能引当金（固） 261 180 261 180

賞与引当金 80,432 89,399 80,432 89,399

退職給付引当金 1,307,511 1,295,187 1,307,511 1,295,187

合計 1,388,207 1,384,769 1,307,511 80,696 1,384,769

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



財源の明細
会計：一般会計等
年度：令和4年度

(単位：千円　)

会計 区分 金額

170,946

142,121

165,442

257,085

495,713

79,346

5,059,054

6,369,707

国庫支出金 185,248

都道府県支出金 78,617

計 263,865

国庫支出金 348,538

都道府県支出金 831,775

計 1,180,313

1,444,178

7,813,885合　計

財源の内容

一般会計

税収等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄付金

財産収入

小　計

国県等補助金

資本的 
補助金

繰入金

諸収入

繰越金

一般財源等

経常的 
補助金

小　計



会計：一般会計等
年度：令和4年度 （単位：千円）

純行政コスト 10,146,799 1,180,313 291,678 6,216,015 2,458,794

有形固定資産等の増加 1,064,814 263,865 683,500 117,449 0

貸付金・基金等の増加 658,339 36,242 622,096

その他 -

合計 11,869,953 1,444,178 975,178 6,369,707 3,080,890

財源情報の明細

区分 金額
内訳

国県等補助金 地方債等 税収等 その他



資金の明細
会計：一般会計等
年度：令和4年度

(単位：千円)

種類 本年度末残高

現金・預金（資金） 145,956

歳計外現金 18,026

合計 163,983


